
■ 大阪府まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく平成29年度事業の効果検証
実績額 予算額 外部有識者

（単位：円）（単位：円） 目標年月 実績値 達成率 からの評価

総合戦略の方向性Ⅰ）若者が活躍でき、子育て安心の都市「大阪」の実現

安定就職者数 700 人 H30.3 766 109%

連携大学における若者の
安定就職者数

400 人 H30.3 411 103%

インターンシップ参加者数 100 人 H30.3 113 113%

就職者数 8,000 人 H30.3 8,023 100%

企業主導型保育助成金決
定件数

30 件 H30.3 79 263%

カウンセリング実施者数
（実数）

900 人 H30.3 1,369 152%

就職者数 190 人 H30.3 480 253%

インターンシップ（大学１～
３回生対象）受入人数

20 人 H30.3 26 130%

職業体験（女性や若者の
求職者）受入人数

100 人 H30.3 106 106%

大阪版エクセレントカンパ
ニー

15 社 H30.3 27 180%

交付対象事業の名称・概要
指標値

本事業における重要業績評価指標（KPI）
執行率

○若者安定就職応援事業
　地域の金融機関等と連携して、人材不足状況にある中小企業と
大学生等若者とのマッチングを促進。また、ものづくり企業等での
高校生のインターンシップを実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

1 14,459,00014,326,640

○OSAKAしごとフィールド運営事業
　求職者支援においては、一体的実施を行っているハローワーク
との役割分担を明確にし、本府は、就職困難者に対する就職から
定着までの専門的な支援を重点的に実施。また、出産等を機に離
職した女性等の再就職を支援するため、「保活」と「就活」が一体と
なった支援を実施。中小企業支援においては女性が働き、働き続
ける環境整備の一環として、企業主導型保育事業の推進を行う。

2 145,381,908 163,723,000
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○女性・若者働き方改革推進事業
　大阪の産業を支える製造、運輸、建設分野の人材確保を図ると
ともに、女性・若者の安定就職、経済的自立を実現するため、業界
団体や行政機関等との連携体制を構築し、新たに設置した大阪働
き方改革支援センターにおいて大阪府独自の職場改善プログラム
（パッションプログラム）の提供等による業界・企業支援や、求職者
の事務職志向の転換を促す新たな就職支援を実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

70,140,500 81,783,000 86%

継続99%

・平成29年度は、業界団体や行政機関、金融機関等
と連携して立ち上げた「大阪人材確保推進会議」にお
いて、計122の事業を実施した。
・求職者に対しては、セミナー等による業界の魅力発
信や企業との交流会、カウンセリングなどを通して、
職種志向の拡大を図り、高校生17名、大学生89名を
含む計480名が製造、運輸、建設業界に就職した。
・また、業界団体から推薦を受けた意欲のある企業
に対し、職場環境整備や魅力発信力向上のための
プログラムを提供した。85社から申込みがあり、最終
的に全課程を修了し、大阪人材確保推進会議への
協力計画を提出した27社を大阪版エクセレントカンパ
ニー（「大阪人材確保推進会議　Ｅ（イー）カンパ
ニー」）に認定した。

・平成30年度は、平成29年度のノウハウを活かし、業
界のイメージアップを促進するなど、企業の人材確保
力強化を図るための支援に加え、大学との連携によ
る大学生への魅力発信の強化、就職未決定卒業者
や子育て中の女性等とのマッチングを促進する。

継続

89%

事業の振り返りと今後の方針

・平成29年度は、5月にOSAKAしごとフィールドをリ
ニューアルし、キャリアカウンセリングの実施体制を
強化した。発達障がいやその可能性を有する方等、
就職に困難性を有する求職者等への専門性の高い
カウンセラーによる支援や、安定就業をめざす求職
者に対する支援を行った。また、ＬＧＢＴ等性的マイノ
リティの方が働くことへの想いや課題について意見
交換し、必要な就業支援を検討するため「大阪ＬＧＢ
Ｔ100人会議」を実施した。
・さらに、OSAKAしごとフィールドに隣接する企業主
導型保育施設「保育ルームキッズもみの木」と連携
し、求職者に対して就職活動中の保育サービスの提
供（無料）を行った。
これらの取組みにより、約8,000人の求職者を安定就
業に結びつけ、KPIを達成するなど効果があった。
・企業主導型保育事業は、企業の関心も高く、ＯＳＡ
ＫＡしごとフィールド内に設置した相談窓口において
3,722件の相談対応を行った。セミナーも14回実施
し、626社811名が参加。助成決定件数は目標を大き
く上回り、府内79件、府外113件であった。

・平成30年度は、カウンセリング等による求職者の状
況に応じた支援を実施するとともに、LGBT等性的マ
イノリティの方の求職者に対する支援を本格的に実
施していく。
・企業主導型保育施設については、設置促進に加
え、既に設置されている施設の共同利用を促進して
いく。

継続

・平成29年度は、合同企業説明会等のマッチングイ
ベントを10回開催し、関西圏の大学約150大学との連
携により、学生を含む約3,300人を支援した。また、合
同企業説明会等でマッチングできなかった求職者を
継続的に支援することにより、目標を上回るなど効果
があった。
・高校生のインターンシップについては、4校と連携し
て実施し、113人を支援した。

・平成30年度は、金融機関等と連携した合同企業説
明会の開催のみならず、企業から若者に直接オ
ファーが出せる交流会の開催など、企業から若者に
積極的にアプローチができる機会を増やす。加えて、
合同企業説明会等への参加企業の求人情報や魅力
をインターネットで継続的に発信する仕組みを作るな
ど、よりマッチングに繋がるように取り組む。
・高校生のインターンシップは、高校生が参加しやす
い夏休みを中心に実施する。

資料２
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○新子育て支援交付金
　若い世代の子育ての希望が実現できる環境整備の一環として、
府内市町村における子育て支援の充実を図るため、市町村が地
域の実情に応じて取り組む事業に対して交付金により支援する。

2,187,498,392 2,200,000,000 99%

子どもを大阪で育ててよ
かったと思っている府民の
割合
参考：64.2％（H29.3）

前年度を上回る H30.3 67.2% 105% 継続

・平成29年度は、市町村が地域の実情に沿った取組
みを実施。子どもの貧困対策、障がい児支援、児童
虐待防止、乳幼児医療費助成などの大阪府子ども
総合計画の目標達成に資する取組みに活用され、Ｋ
ＰＩを達成するなど効果があった。

・引き続き、市町村の取組状況やニーズ等を踏まえ
て対象事業を設定するとともに、効果検証を行い、よ
り効果的な制度運用を検討することで、府内の子育
て支援策の充実を図っていく。

高校生派遣者数
（東ジャワ州予定)

12 名 H30.3 6 50%

高校生派遣者数
（ホーチミン市予定）

12 名 H30.3 6 50%

障がい者雇用に取り組
む、 新規参入企業等

19 事業所 H28～32年度
4

(H28～29年度）
21%

既参入事業者の雇用拡大 12 人 H28～32年度
0

（H28～29年度）
0%

平成27年度の対象校の不
登校生徒数を減少させる
参考：1,365人（H27年度）

10 ％ H30.4 22 220%

学校満足度の上昇（学校
教育自己診断等）

71 ％ H30.4 65 92%
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○課題早期発見フォローアップ事業
　高校内の居場所に民間支援団体（NPO)を配置することで、支援
が必要になりそうな生徒を早期発見し、登校の動機づけを行う。さ
らに、学校の特色に応じた外部人材を配置し、支援が必要な生徒
と学校外の関係機関をつなぐ。

6

5 4,418,488

○高校生相互派遣・交流事業
　大阪府の友好交流先との間で高校生を相互派遣し、両地域の歴
史や魅力等をテーマに交流やPRを行うことで、さらなる連携強化
と、将来の両地域を担う人材の育成を図る。

9,026,000 49%

96%

○ハートフル企業農の参入促進事業
　社会の高齢化・成熟化の進展に伴って「農」に関するニーズが増
加・多様化し、農と福祉の連携による障がい者の就労や雇用等を
目的として農園開設等が増加している中、農と福祉等各分野の連
携強化により企業等の障がい者雇用による新規農業参入を促進
し、農の分野における障がい者の就労・雇用の促進及び多様な担
い手の育成・確保による都市農業の振興、農空間の保全を図る。

10,157,000

15,735,438

6,601,500

16,315,000

65%

・平成29年度は、自治体国際化協会の助成金を活用
して事業を実施する予定であったが、助成額が当初
見込みの2分の1に留まり、派遣生徒数を減らして実
施。

・平成30年度は事業を実施しないが、平成31年度は
民間助成金を活用するなどにより、事業を継続して
実施する予定。

継続

継続

・平成29年度は、障がい者雇用による農業参入のワ
ンストップ相談窓口｢ハートフルアグリサポートセン
ター｣を運営し、50件を超える相談に対応した。また、
障がい者と農業者をマッチングし、就労を促進するた
めの農業インターンシップを実施した。
・一方、新規参入企業は一定数確保しているものの、
KPI達成までの増加に繋がっていない。また、既参入
事業者における雇用者数は、特定の事業者での増
加と減少幅が大きく、結果として、既参入事業者全体
の雇用拡大に繋がっていない。

・平成30年度は、引き続き、サポートセンターを運営
するとともに、関係機関と連携し、農地の掘り起こしと
迅速なマッチングに努める。また、既参入事業者の
販路開拓等を支援することにより、経営安定・収益性
改善を図ることで、障がい者の雇用拡大の好循環に
繋がるように継続支援する。

・平成29年度は、学校生活で孤立するなど、課題を
抱える生徒が気軽に訪れ、外部の人と話をすること
ができるNPO等が運営する場所を設置するなどによ
り、生徒に対する支援を行うことができた。

・平成30年度は、別事業と統合のうえ、ＮＰＯ等の民
間支援団体と引き続き連携しながら、生徒の支援を
行っていく。

継続
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総合戦略の方向性Ⅱ）人口減少・超高齢社会でも持続可能な地域づくり
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○大阪府市医療戦略推進事業
　大阪府市医療戦略会議提言で示された７つの戦略のうちの一つ
である「スマートエイジング・シティ」の取組みを府内に広く普及させ
るため、先行モデル３地域（※）の取組事例を紹介し、健康寿命の
延伸と住民のＱＯＬの向上に向け、市町村、医療機関、関係団体
等によるまちづくりへの参画のきっかけづくりを図る。

　（※先行モデル３地域：城東区森之宮地域、東淀川区上新庄・淡
路地域、河内長野市南花台地域）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【企業版ふるさと納税】

406,000 406,000 100%
スマートエイジング・シティ
の理念を踏まえ、新たに
事業着手した地域の数

1 地域 H32.3 0 0% 継続

・平成29年度は、先行モデル３地域の取組事例等を
情報発信するセミナーを開催することで、府内市町
村、医療福祉等民間事業者、大学等に対する意識啓
発とともに、事業を展開する上でのアドバイス等を行
うことができた。
・この取組みにより、複数の地域において、事業着手
に向けての検討を始める動きも出てきている。

・平成30年度においても引き続き、本事業を進めな
がら、スマートエイジング・シティの普及・啓発に取組
む。
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○健康寿命延伸プロジェクト
　健康マイレージ事業に取り組む市町村への補助、健康づくりア
ワード等を実施するとともに、中小企業など職場における健康づく
り取組みモデルの構築や普及啓発、さらに府民のがん予防普及
啓発の取組みを実施する。

29,815,274 33,505,000 89%

特定健診受診率をH24比
で全国平均水準以上とな
るよう、2％向上させる
参考：40.5% （H24）
　　　 41.0％（H25）
　　　 41.5％（H26）

2 ％ H30.3

【参考実績】
45.6％（H27）
（H24比5.1％向
上）

－ 継続

・平成29年度は、地域（市町村）での健康マイレージ
事業の働きかけ、職域（中小企業）での健康経営の
推進、保険者や企業等との連携による啓発活動など
の取組みを進めた。

・平成30年度は、平成30年3月に策定した健康増進
計画をはじめとした、いわゆる健康づくり関連４計画
のスタート年であり、若い世代からヘルスリテラシー
（※健康情報を活用する力）の習得、働く世代のけん
しん受診、高齢者のフレイル（※高齢になって心身の
活力が落ちた状態）予防など、ライフステージに応じ
た健康づくり施策の効果的な展開を図っていく。

システム構築
道路・港湾分野 【H28年
度】
公園・海岸分野 【H29年
度】
河川分野 【H30年度】

構築 H31.3 構築 80%

点検結果のデータ蓄積
府管理道路橋梁：約2,200
橋 【H30年度】

蓄積 H31.3 － －

総合戦略の方向性Ⅲ）東西二極の一極としての社会経済構造の構築
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○おおさかＵＩＪターン促進事業
　府内企業の魅力などを効果的に発信し、東京圏を中心とした優
秀な若者などと府内中堅・中小企業との就職マッチングを促進す
る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

32,471,082 32,642,000 99% UIJターン就職者数 60 人以上 H30.3 65 108% 継続

・平成29年度は、ＵＩＪターン就職に関する協定を締結
した東京圏の大学と連携し、学内での就職相談会等
に参画した。また、府内企業との交流会の開催や、
WEBサイトや企業情報冊子の作成・配布を通じて、企
業の魅力を発信した。さらに、求職者向けに就職相
談やカウンセリングを着実に実施することにより、東
京圏からのUIJターン就職者数65人を達成するなど、
効果があった。

・平成30年度は、東京圏の大学との連携による学内
イベントの開催に加え、転職者層をメインターゲットと
したイベントを開催する。加えて、他事業との連携を
図り、より多くの企業情報をWEBサイトで発信するな
ど、求職者への就職支援を継続的に実施すること
で、さらなる大阪へのUIJターン就職に繋げていく。

52%10 83,878,00043,474,363

○地域維持管理連携支援事業
　道路・河川などの維持管理データの一元管理、ノウハウ集など
の維持管理に必要な情報の蓄積・共有とともに、各施設の劣化予
測やライフサイクルコストの自動算出ができるシステムを構築し、
効率的な維持管理につなげる。

・平成28年度に道路、港湾分野、平成29年度に公
園、海岸分野のシステム構築を行っており、平成30
年度は河川分野の構築を行う。
・それらの構築したシステムを活用し、着実な維持管
理を推進していく。

継続
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府内中小企業等とプロ
フェッショナル人材との
マッチング成約件数

25 件 H30.3 91 364%

中小企業経営者等とのプ
ロフェッショナル人材ニー
ズにかかる相談件数（新
規）

200 件 H30.3 325 163%

中小企業経営者向けセミ
ナー参加企業数

150 企業 H30.3 200 133%

支援対象 20 社以上 H30.3 20 100%

プログラムを継続 12 社以上 H30.3 19 158%

支援対象（先行型交付金
活用事業を含む。）のうち
１／５以上が支援開始か
ら３年以内に上場等（上
場・上場準備・M&A等）を
達成

5 件 H30.3 5 100%
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○医療機器研究開発支援事業
　医療機器分野において事業化をめざす中小企業の試作品開発・
試験評価段階における経費について支援。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

4,181,735 7,048,000 59%
成功事例の総合展示会等
での発表件数

9 件 H30.3 11 122% 終了

・平成29年度は、平成27年度に採択された補助対象
事業者に対し、引き続き、資金支援や相談窓口等の
紹介等により事業化に向けた支援を実施。これによ
り2社の医療機器開発案件が、平成30年度に上市見
込みとなるなど、着実に成功事例の創出に近づいて
いる。

・本事業は平成29年度をもって終了したが、本事業
の支援案件の進捗把握に努めるとともに、創出した
成功事例を今後とも、展示会、セミナー及びWEBなど
の広報媒体を活用し、継続的に発信することにより、
府内ものづくり企業の医療機器分野への参入促進を
図る。

15

○次世代がん治療法ＢＮＣＴ地方創生戦略事業
　大阪発の先進的ながん治療法であるホウ素中性子捕捉療法
（BNCT）の世界初の医療実用化を見据え、BNCTの普及促進に向
けた取組みを実施する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【企業版ふるさと納税】

800,000 800,000 100%
BNCTを目的とした来阪人
口

450 人 H30.3 536 119% 継続

・平成29年度は、京都大学が府内関係機関と連携し
て実施した人材育成・情報発信事業に対して経費の
補助を実施した。
・これにより、BNCTの研究や相談等による来阪人口
は増加し、設定したKPIを上回ることができた。

・平成30年度についても本事業を継続して実施し、来
阪人口の増加等を図るとともに、大阪の地域活性化
にもつなげていく。

関係機関と連携するセミ
ナー等を含めた集客

200 名以上 H30.3 343 172%

企業接触 200 社以上 H30.3 377 189%

海外企業向けのプロモー
ション

20 回以上 H30.3 30 150%

12

○大阪府プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業
　プロフェッショナル人材戦略拠点において、金融機関等との連携
を通じ、府内の中小企業に対して「攻めの経営」や事業承継への
取組みなど、経営改善への意欲を喚起するとともに、プロフェッショ
ナル人材の活用による経営革新の実現を、企業訪問等を通じて
経営者に促していく。これらの取組みにより掘り起こされた人材
ニーズを人材紹介会社を通じて民間ビジネスベースでマッチング
を進めていき、中小企業の成長戦略の実現を図っていく。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

40,652,821

10,871,000 99%10,942,000

○国家戦略特区等推進事業
　地域経済機能強化の一環として、特区における企業集積の促進
を図るため、プロモーション活動を実施することにより、「国家戦略
特区」及び「関西イノベーション国際戦略総合特区」のメリットや大
阪の投資魅力を府内外へ周知する。

3,443,186

13

○成長志向創業者支援事業
　株式上場をめざす成長志向のベンチャー創業者に対し、既に成
功した起業家等による個別指導等の支援を実施し、成功者が次
の挑戦者を支援するベンチャーエコシステムの構築を促進。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

94%

44,479,000

16 3,672,000

91%

継続

継続

継続

・平成29年度は、金融機関や商工会議所と連携を図
るとともに、人材紹介会社を通じた成約件数が順調
に伸びたため、府内中小企業等とプロフェッショナル
人材とのマッチング成約件数の実績がＫＰＩを大きく
上回るなど効果があった。

・平成30年度は、引き続き、企業が求めるプロフェッ
ショナル人材のマッチングに努めるとともに、府内中
堅・中小企業経営者に対して、プロフェッショナル人
材活用の意識啓発を図っていく。

・平成29年度は、前年度からの支援先を含め、改め
て公募したベンチャー企業を対象に、成功起業家10
人の協力による個別指導等の支援を実施。大阪市
（大阪イノベーションハブ）をはじめとする官民の支援
機関との連携体制を構築し、事業を継続することによ
り、ベンチャーエコシステムが定着する可能性が高
まっている。
・KPIを概ね達成するなど効果があった。

・平成30年度は、将来の大阪経済を支える有望なベ
ンチャー企業を成長させるという本事業の趣旨と、こ
れまでの支援経過を踏まえ、支援メニューの改善を
行いつつ、他機関との連携策の具体化や事業周知
などの環境整備にも力を入れ、事業を継続して実
施。

・平成29年度は、東京（1回）及び大阪においてセミ
ナーを開催するなど、両特区のメリットや、大阪の投
資魅力などの認知度向上に努め、KPIを達成するな
ど効果があった。

・平成30年度は、これまでの東京・大阪でのセミナー
だけでなく、西日本の主要都市（福岡など）での開催
も視野に入れ、事業を継続して実施。



■ 大阪府まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく平成29年度事業の効果検証
実績額 予算額 外部有識者

（単位：円）（単位：円） 目標年月 実績値 達成率 からの評価
交付対象事業の名称・概要

指標値

本事業における重要業績評価指標（KPI）
執行率 事業の振り返りと今後の方針

資料２

10ａ当たり収益増 8 ％ H31.3 － －

実証ハウスの設置個所数 3 箇所 H30.3 3 100%

大阪産(もん)率先購入率 51 ％ H30.3 51 100%

出展事業者の商談数
（１事業者あたり）

15 件 H30.3 38 253%

ブドウ関連商品の売上（最
終消費）の増加による経
済波及効果

83,000 千円 H30～32年度 － －

事業者が環農水研に委託
するブドウ加工品新規開
発に関する受託研究総額

2,800 千円 H30～32年度 － －

事業者による醸造等試験
加工、品質分析等研究拠
点利用に関する簡易な受
託総額

350 千円 H30～32年度 － －
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○企業等農業参入拡大支援整備事業
　農業への新規参入や規模拡大を推進するため、企業等が行う農
道や農地等の基盤整備を支援。

96,780 7,600,000 1%
基盤整備を支援した地区
数

8 地区 H30.3 1 13% 終了

・農地借受を希望する企業からの相談は多く、本事
業の活用を希望する企業からの問い合わせも多い
が、平成29年度は、企業との調整の結果、5地区の
支援を予定。しかし、うち４地区は年度内に農地貸借
の手続きができず、生産基盤整備に対する事業費補
助に至らなかった。

・当初より、平成29年度までの事業実施を予定してお
り、終了する。

・今後は、農空間保全への取組みを支援する既存事
業に企業参入拡大支援を加え、また、農地借受を希
望する企業に対する個別ヒアリングや農業参入フェ
アなどで支援制度のPRやニーズ分析を行うなど、引
き続き、企業等の農業参入を進める。

来阪外国人旅行者数 1,045 万人 H30.3 1,110 106%

外国人旅行消費額 9,700 億円 H30.3 11,852 122%

延べ宿泊者数 3,275 万人 H30.3 3,270 100%

150,000,000 85%19

○大阪産（もん）ブドウ研究拠点整備事業
　大阪のワイン産業の活性化とワイナリー等の産地への参入促進
をめざし、大阪産（もん）ブドウ加工品のブランド向上のための試験
醸造や品質分析等を行う研究拠点施設の整備を支援。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生拠点整備交付金】

126,874,702

17

18 10,998,000 85%

○大阪版施設園芸新技術普及推進事業
　なすの小型パイプハウスで自動換気のモデル機の実証と改良を
行い、品質・生産面の向上・省力化の新技術を確立する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

1,012,217 1,600,000 63%

21

○大阪観光局運営事業費（大阪版ＤＭＯ）
　大阪観光局において、大阪版ＤＭＯとして、マーケティングリサー
チや観光案内機能の充実などにより「観光地経営」の視点に立っ
た観光地域づくりを推進する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

140,000,000 140,000,000 100%

○大阪産（もん）グローバルブランド化促進事業
　農林水産事業者と食品産業、飲食事業者等が連携し、大阪産
（もん）のＰＲ・販路拡大等を促進することにより、グローバルブラン
ド化を進める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【地方創生推進交付金】

9,303,203

・平成29年度は、自動換気装置モデル機のなすハウ
スへの導入により、果皮障害回避対策を行った。平
成30年6月まで収穫調査を行い、現在効果検証中。
・10a当たりの収益増については、現在調査中であ
り、平成30年度までの結果により評価予定。

・平成30年度は、この検証結果を踏まえ被害軽減に
よる収益増を図るとともに、電源を確保できない既存
ハウスにおいて、ソーラーバッテリーを活用した自動
換気装置の展示実証を行うなど事業を発展させて実
施する。

継続

継続

継続

・DMO交付金事業実施2年目にあたる平成29年度
は、マーケティング機能の充実・強化、東アジア中心
から東南アジア・欧米地区へと海外プロモーションの
取組みを拡大したほか、宿泊税を活用した大阪観光
案内所の機能充実など、前年度に策定した「DMO事
業戦略」に沿って、各事業を充実強化。その他、新た
な自主財源確保にも取り組んだ結果、KPIを達成する
など効果があった。また、平成29年11月には「日本版
ＤＭＯ候補法人」から「日本版DMO」として登録され
た。

・平成30年度は、引き続き、地方創生交付金を活用
し、観光データ収集、マーケティング強化、市町村と
の連携を図るなど、さらなる観光地域づくりを推進す
るための事業を実施する。

継続

・平成29年度は、国内の大規模展示商談会、海外商
談会ともに、本事業による支援を受けて出展する事
業者が増加し、加えて、1事業者あたりの商談数も目
標を大きく上回るなど効果があった。

・平成30年度は、出展補助事業について、国内に加
え海外の大規模展示商談会も対象とするとともに、
府内で開催する商談会の開催回数を増やすなど、事
業を発展させて実施する。

・平成30年2月、ブドウ研究拠点の整備が完了。ま
た、生産者やワイナリー協会と調整の上、ワイン産業
の振興とブドウ産地の活性化を目的とした、ブドウ研
究拠点において実施する主要事業のロードマップを
大阪府立環境農林水産総合研究所とともに作成。

・30年度当初より、2件の拠点を活用した研究を受託
しており、着実に事業を実施しているところ。引き続
き、研究拠点を中心とした事業を、積極的に進めてい
く予定である。



■ 大阪府まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく平成29年度事業の効果検証
実績額 予算額 外部有識者

（単位：円）（単位：円） 目標年月 実績値 達成率 からの評価
交付対象事業の名称・概要

指標値

本事業における重要業績評価指標（KPI）
執行率 事業の振り返りと今後の方針

資料２

22
○Osaka Free Wi-Fi設置促進事業
　外国人旅行者からのニーズが最も高い、通信環境の整備を促進
するため、Wi-Fi機器の設置に係る初期費用の一部を支援する。

29,649,000 126,688,000 23% Wi-Fi整備エリア 4 エリア以上 H30.3 17 425% 継続

・平成29年度は、補助制度を創設し、市町村が策定
したOsaka Free Wi-Fi整備計画書に基づき、、Wi-Fi
環境を整備して多数の旅行者を呼び込む意欲のあ
るエリアへのOsaka Free Wi-Fiの設置に対する補助
を行った（8市町17エリアの補助事業者に対し補助金
を交付）。

・平成30年度は、同補助事業を継続して実施し、さら
なる観光地域づくりの推進をめざす。

テレビ・新聞・雑誌の掲載
回数 80 回 H30.3 88 110%

Web掲載回数 600 回 H30.3 560 93%

24

○水と光とみどりのまちづくり推進事業
　府・市・経済界等による公民一体型の組織「水都大阪コンソーシ
アム」を組成し、水と光の首都大阪の実現に向けた取組みを強力
に推進する。また、水辺の魅力景観づくりや舟運活性化に向けた
環境整備、遊歩道等の緑化など水辺の回遊性の向上などを推進
する。

79,225,069 131,755,000 60% 舟運利用者数 100 万人 H33.3 120 120% 継続

・平成29年度は、舟運創造推進事業の実施など、公
民共通のプラットホーム「水都大阪コンソーシアム」に
よる魅力ある舟運やにぎわいの創出につなげる取組
みを進めるとともに、舟運拠点整備の検討や水辺の
にぎわい空間の創出のための施設整備等を行った。
・インバウンド効果もあり、ＫＰＩを前倒しで達成した。

・平成30年度は、公民共通のプラットホームを活用し
て、舟運活性化や水の回廊の魅力を支える機能の
維持・創出に向けた取組みなどを進めるとともに、さ
らなる舟運拠点整備に向けた調査・検討を行う。

25

○ナイトカルチャー魅力創出事業
　「大阪都市魅力創造戦略２０２０」に掲げる「安全で安心して楽し
める２４時間おもてなし都市」の実現に向け、観光客が昼夜を問わ
ずまちに魅力を感じ、安全で安心して旅行を楽しめる都市を目指
すために、夜間公演等の充実ほか観光コンテンツの発掘・創出を
行い、増大する観光客の回遊性向上および大阪府内での消費拡
大によるまちの活性化、文化・都市魅力の更なる向上を図る。

296,583,000 296,583,000 100%
御堂筋イルミネーションの
来場者数

455 万人 H30.3 493 108% 継続

・平成29年度は、御堂筋中央エリア（淀屋橋交差点
～新橋交差点）において、沿道ビルや施設の静止画
プロジェクションマッピングをはじめ、世界で活躍する
アーティストによる光のコンテンツや沿道ビルのファ
サードライトアップなどによる光空間を創出などの新
たな演出に取り組み、結果として、来場者数は目標を
上回る493万人に達するなど、効果があった。

・平成30年度は、イチョウ並木を中心にインパクトあ
る光空間を演出し、国内外からのさらなる誘客につな
げる。

3,352,962,298 3,638,059,000 92%

23

○国内外からの誘客促進事業
　御堂筋、中之島、水の回廊、万博公園などの大阪府域のシンボ
リックなエリアにおいて、国内外からの話題を集め、多くの方が大
阪に来ていただくための起爆剤となるような誘客促進事業を実施
する。

60,000,000 100%60,000,000

・平成29年度は、御堂筋から未来へ繋がるスポーツ
とパフォーマンスの祭典を開催。スポーツ、エンター
テインメント、クリエイションをひとつに融合させた１日
限りのサプライズな豪華共演で実施した。
・イベント開催前からマスコミ等で大きな話題となり、
テレビ・新聞・雑誌の掲載回数は昨年を上回り、30万
人が来場された。

・平成30年度は、引き続き、大阪の都市魅力を国内
外に広く発信し、一層のにぎわいを創出に向け、事
業を推進する。

継続


